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経理単位名

１　総　括 １　地方公共団体数、組合員数、標準報酬の月額、平均標準報酬の月額、標準期末手当等の額及び被扶養者数

　(1)　地方公共団体の数

市 町 村 一部事務組合等 計

1 0 0 8 9

(注)　一部事務組合等には、共済組合分も含めること。

（2） 組合員数 (単位:人)

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地

　　　　方公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者の

　　　　数値である。

　　　３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について

　　　　再掲すること。

(3) 標準報酬の月額及び平均標準報酬の月額
(単位:千円)

令 和 ４ 年 度 事 業 計 画 概 況

概　　　　　　　　　　　　　　　要

令和2年度末実績Ａ 令和3年度末見込Ｂ 令和4年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

8,797,390 8,868,900 8,941,996 71,510 73,096

（418.426） （420,228） (417,110) （1,802） （△3,118）

8,968,370 9,024,891 8,710,995 56,521 △ 313,896

（426,558） （427,619） （406,335） （1,061） （△21,284）

7,060 6,428 6,440 △ 632 12

（641,818） （642,800） （644,000） （982） （1,200）

10,190 9,384 9,400 △ 806 16

（926,364） （938,400） （940,000） （12,036） （1,600）

0 0 702,843 0 702,843

（0） （0） （365,683） （0） （365,683）

650 650 650 0 0

（650,000） （650,000） （650,000） （0） （0）

980 980 980 0 0

（980,000） （980,000） （980,000） （0） （0）

短期

長期

短期

市町村長組合員

長期

短 期 組 合 員

組 合 員 種 別

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

短期

短期

長期

令和2年度末実績Ａ 令和3年度末見込Ｂ 令和4年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

21,025 21,105 21,436 80 331

11 10 10 △ 1 0

0 0 1,922 0 1,922

1 1 1 0 0

3,504 3,514 3,514 10 0

2 2 2 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

77
［77］

64
［64］

64
［64］

［
］

△13
［△13］

0
［0］

24,609 24,686 26,939 77 2,253

187 184 200 △ 3 16

24,796 24,870 27,139 74 2,269

24,593 24,806 27,075 213 2,269

船 員 一 般 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

第３号厚生年金被保険者

船 員 短 期 組 合 員

継 続 長 期 組 合 員

小　　　　　計

合　　　　　計

組 合 員 種 別

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

市 町 村 長 組 合 員

市町村長長期組合員

特 定 消 防 組 合 員

長 期 組 合 員

短 期 組 合 員

後 期 高 齢 者 等
短 期 組 合 員



経理単位名

総　　括

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　（　　　）には、1人当たり平均標準報酬の月額(単位:円)を記入すること。

　　　３　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務

　　　　　　員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者の数値である。

　　　４　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について

　　　　再掲すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

1,465,710 1,456,067 1,470,310 △ 9,643 14,243

（418,296） （414,362） （418,415） （△3,934） （4,053）

1,465,710 1,455,513 1,470,460 △ 10,197 14,947

（418,296） （414,205） （418,458） （△4,091） （4,253）

560 580 580 20 0

（560,000） （580,000） （580,000） （20,000） （0）

560 580 580 20 0

（560,000） （580,000） （580,000） （20,000） （0）

後 期 高 齢 者等 0 0 0 0 0

短 期 組 合 員 （0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

37,470 32,361 32,330 △ 5,109 △ 31

［37,470］ ［32,361］ ［32,330］［］ ［△5,109］ ［△31］

（486,623） （505,641） （505,157） （19,018） （△484）

10,308,840 10,364,986 10,452,306 56,146 87,320

（418,719） （419,874） （418,880） （1,155） （△994）

10,445,810 10,491,348 10,895,258 45,538 403,910

（425,440） （427,660） （404,442） （2,220） （△23,218）

72,910 77,430 77,797 4,520 367

（389,893） （381,429） （388,985） （△8,484） （7,556）

10,308,840 10,364,986 10,452,306 56,146 87,320

（418,906） （419,874） （418,880） （1,155） （△994）

10,518,720 10,568,778 10,973,055 50,058 404,277

（428,776） （426,058） （404,328） （△2,718） （△21,730）

10,295,780 10,364,985 10,452,306 69,205 87,321

(418,647) (417,842) （386,051） （△805） （△31,791）

短期

短期

長 期 組 合 員

市 町 村 長
長期

長 期 組 合 員

長期

短期

特定消防組合員

長期

短期

長期

短期

船員一般組合員

任意継続組合員 短期

短期

継続長期組合員

小　　　計

長期

長期

船員短期組合員 短期

第３号厚生年金
被 保 険 者

合　　　計

長期

短期



経理単位名

総　　括 (4) 標準期末手当等の額 (単位:千円)

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　継続長期組合員欄の[　　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方

　　　　公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）第10条第２項に規定する退職派遣者の数値

　　　　である。

　　　３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について再

　　　　掲すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

令和2年度末実績Ａ 令和3年度末見込Ｂ 令和4年度末推計Ｃ Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

106,573 133,773 137,098 27,200 3,325

［106,573］ ［113,773］ ［137,098］［］ ［7,200］ ［23,325］

［］

0

0

0

0

0

0

0

108

0

42,124

42,125

0

33,209

57,540

759

6,416

726,012

0

0

0

△ 1,356,594

△ 95

0

0

0

0

△ 340

△ 168,504

△ 169,379

△ 95

△ 1,214,739

△ 1,166,846

△ 456

2,234

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5,459,168

5,459,246

845

845

0

33,997,265

34,392,493

21,000

34,916

0

21,759

41,332

34,030,474

34,450,033

726,012

3,108

4,586

5,501,292

5,501,371

845

845

40,971,645

41,226,512

39,615,051

39,892,086

0

940

0

0

0

0

940

35,212,004

35,559,339

21,456

32,682

0

3,000

4,926

5,627,672

5,628,625

長期

短期

市町村長組合員

短期

短 期 組 合 員 短期

3,000

4,586

組 合 員 種 別

特定消防組合員

長期

短期

長期

一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

長期

短期

長 期 組 合 員

市 町 村 長
長期

長 期 組 合 員

短期

短期

長期

短期
後 期 高 齢 者 等

短 期 組 合 員

短期

船員一般組合員

長期

継続長期組合員 長期

船員短期組合員 短期

△ 1,320,230 79,52539,615,056

合　　　計

長期

短期

第３号厚生年金
被 保 険 者

40,935,286

39,694,576

40,724,179

39,694,581

△ 1,334,426

79,525

832,093

0

0



経理単位名

総　　括 (5) 被扶養者数 (単位:人)

(注)　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

２　役員数及び経理別職員数

(1) 組合の役員の数
(単位:人)

(単位:人)

(2) 組合に使用される者の数 (単位:人)

(単位:人)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

被扶養者数 組 合 員 組 合 員 被扶養者数 組 合 員

Ａ 1人当たり Ｂ 1人当たり Ｃ 1人当たり

20,220 0.96 19,588 0.93 19,588 0.91 △ 632 0

7 0.64 7 0.70 7 0.70 0 0

0 0 0 0 697 0 0 697

1 1.00 1 1.00 1 1.00 0 0

5,087 1.45 5,055 1.44 5,055 1.44 △ 32 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

25,308 1.03 24,644 1.00 25,341 0.94 △ 664 697
0

109 0.58 135 0.73 135 0.68 26 0

25,417 1.03 24,779 1.00 25,476 0.94 △ 638 697合　　　　　計

市 町 村 長 組 合 員

令和2年度末実績Ａ

特 定 消 防 組 合 員

小　　　　　計

任 意 継 続 組 合 員

船 員 一 般 組 合 員

う ち 特 別 職

一 般 組 合 員

短 期 組 合 員

船 員 短 期 組 合 員

組 合 員 種 別 Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

令和3年度末見込Ｂ 令和4年度末推計Ｃ

理　　事　　長 理　　　　　事 監　　　　　事 計

1 7 3 11

人 員

経 理 名

業 務 経 理 19 20 22 2

保 健 経 理 1 1 1 0

貸 付 経 理 1 1 1 0

21 22 24 2計

令和4年度増(減)人員令和2年度末実績人員 令和3年度末見込人員 令和4年度末推計人員



経理単位名

２　短期経理 　 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金･負担金、調整負担金・公的負担金との割合、

 給付及び拠出金等の前々事業年度の実績、前事業年度及び当該事業年度の推計並びに当該事業

 年度の資金計画

(1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（短期給付）

(単位:‰）

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　当該事業年度を含め、過去3事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の

　　　　額と掛金・負担金との割合を記載すること。

(2) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（介護保険）

(単位:‰）

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　当該事業年度を含め、過去3事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の

　　　　額と掛金・負担金との割合を記載すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

47.5 47.5 47.5 47.5 47.5 47.5

47.5 47.5 47.5 47.5 47.5 47.5

47.5 47.5 47.5 47.5 47.5 47.5

95 95 95

区 分
令和2年度

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

船 員 一 般 組 合 員
47.5 47.5 47.5

令和3年度 令和4年度

一 般 組 合 員

47.5 47.5 47.5 47.5 47.5 47.5
短 期 組 合 員

市 町 村 長 長 期 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

47.5 47.5 47.5
船 員 短 期 組 合 員

長 期 組 合 員

後期高齢者等短期組合員

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

17.40 17.70 17.70

区 分
令和2年度 令和3年度 令和4年度

一 般 組 合 員

8.70 8.70 8.85 8.85 8.85 8.85
短 期 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

8.85 8.85
船 員 短 期 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

船 員 一 般 組 合 員
8.70 8.70 8.85 8.85



経理単位名

短 期 経 理 (3) 　標準報酬等合計額（標準報酬の月額及び標準期末手当等の額の合計額）の総額と調整負担金及び公的

負担金との割合   

　　(単位:‰）

(注)　　当該事業年度を含め、過去3事業年度分の標準報酬等合計額の総額と調整負担金等との割合

　　　を記載すること。

(4) 給付の実績及び推計 (単位:千円）

(5) 拠出金等の実績及び推計 (単位:千円、‰）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

（注）１　病床転換支援金の欄は、病床転換助成関係事務費拠出金について精算の結果、雑収入で
　　　　計上している還付金がある場合には、当該還付金の額をマイナス計上すること。

      ２　退職者給付拠出金の欄は、雑収入で計上している療養給付費等拠出金の還付額が
　　　　ある場合には、事務費拠出金の額から当該還付額を控除した額とすること。

令和2年度末実績 A 令和3年度末見込 B 令和4年度末推計 C Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

額 3,439,587 3,812,507 3,009,894 372,920 △ 802,613

割合 20.72 23.10 17.63 2.38 △ 5.47

額 3,548,225 3,697,468 3,646,974 149,243 △ 50,494

割合 21.38 22.40 21.37 1.03 △ 1.03

額 17 10 10 △ 7 0.00

割合 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

額 118 114 114 △ 4 0.00

割合 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

額 6,987,947 7,510,099 6,656,992 522,152 △ 853,107

割合 42.10 45.50 39.01 3.40 △ 6.49

額 33,192 33,167 33,764 △ 25 597

割合 0.20 0.20 0.20 0.00 0.00

額 205,051 186,858 185,705 △ 18,193 △ 1,153

割合 1.24 1.13 1.09 △ 0.10 -0.04

額 16,809 16,638 16,994 △ 171 356

割合 0.10 0.10 0.10 0.00 0.00

額 789,492 787,520 803,644 △ 1,972 16,124

割合 4.76 4.77 4.71 0.02 △ 0.06

納 付 金

後期高 齢者

支 援 金

病 床 転 換

区　　　分

前期高 齢者

支 援 金

退職者 給付

拠 出 金

合　　　計

連合会 災害

払込金 財調

連合会
特別

財調

拠出金
育休

介護

令和2年度末実績 A 令和3年度末見込 B 令和4年度末推計 C Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

7,100,112 7,625,735 8,405,774 525,623 780,039

611,402 611,198 664,952 -204 53,754

0 1,927 1,880 1,927 -47

7,711,514 8,238,860 9,072,606 527,346 833,746

45,762 47,798 52,628 2,036 4,830

88,864 89,977 99,066 1,113 9,089

7,846,140 8,376,635 9,224,300 530,495 847,665

区　　　　分

附 加 給 付

一部負担金払戻金

保 健 給 付

休 業 給 付

災 害 給 付

小　　　計

法

定

給

付

合　　　　計

区　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度

調 整 負 担 金 0.10 0.10 0.10

公 的 負 担 金 0.06 0.06 0.06



経理単位名

短 期 経 理 (6) 資金計画 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

（注）１　退職者給付拠出金に係る療養給付費等拠出金の還付額は、雑収入に計上すること。

　　　２　退職者給付拠出金には、同拠出金に係る事務費拠出金のみ計上すること。

636,552 流 動 資 産 2,027,910

短 期 負 担 金 7,969,138 固 定 資 産 0

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 6,069,331

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 1,899,807

介 護 負 担 金 1,157,389

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 890,763

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 266,626

短 期 掛 金 7,969,138

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 6,069,331

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 1,899,807

介 護 掛 金 1,157,389

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 890,763

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 266,626

短 期 任 意 継 続 掛 金 108,748

介 護 任 意 継 続 掛 金 16,567

公 的 負 担 金 10,178

連 合 会 交 付 金 0

調 整 交 付 金 0

特 別 調 整 交 付 金 0

高 額 医 療 交 付 金 389,910

災 害 給 付 交 付 金 1,880

育児・介護休業手当金交付金 490,735

調 整 負 担 金 16,964

補 助 金 0

短期利 息及 び短 期配 当金 0

介 護 利 息 0

雑 収 入 0

賠 償 金 10,456

前 年 度 繰 越 支 払 準 備 金 1,320,608

そ の 他 133,346

計 20,752,446 計 2,027,910

給 付 金 9,125,234 流 動 負 債 0

前 期 高 齢 者 納 付 金 3,009,894 固 定 負 債 1,455,280

後 期 高 齢 者 支 援 金 3,646,974

病 床 転 換 支 援 金 10

退 職 者 給 付 拠 出 金 114

介 護 納 付 金 2,275,421

一 部 負 担 金 払 戻 金 99,066

短期任 意継 続掛 金還 付金 8,900

介護任 意継 続掛 金還 付金 1,500

連 合 会 払 込 金 219,469

連 合 会 拠 出 金 820,682

業 務 経 理 へ 繰 入 35,478

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金 1,455,280

計 20,698,022 計 1,455,280

54,424
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

572,630

収
　
　
　
　
　
入

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

支
　
　
　
　
出

差 引 本 年 度 損 益 金



経理単位名

３　厚生年金 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合、標準報酬の月額及び標準期末

　保険経理 　手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

　　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合

(単位:‰)

　　(2） 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率

(単位:‰)　

　　(3)  標準報酬と追加費用との割合

　　　　　　　　(単位:‰)

　　　　２　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬と追加費用との割合を記載すること。

　　(4)　資金計画 　（単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料
　　　・負担金との割合を記載すること。

（注）　１　単独市に係るそれぞれの標準報酬と追加費用との割合については、別表を設けること。

負 担 金 23,804,153 流 動 資 産 2,347,588

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 11,342,071

（標準期末手当等分） 3,598,096

（ 公 的 負 担 金 ） 6,869,688

（ 追 加 費 用 ） 1,994,299

組 合 員 保 険 料 14,940,167

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 11,342,071

（標準期末手当等分） 3,598,096

そ の 他

計 38,744,320 計 2,347,588

負 担 金 払 込 金 23,804,153 流 動 負 債 2,347,588

組 合 員 保 険 料 払 込 金 14,940,167

そ の 他

計 38,744,320

差 引 本 年 度 損 益 金 0 計 2,347,588

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

支
　
　
出

（ 標 準 報 酬 の 月 額 ＋ 標 準 期 末 手 当 等 の 額 ） × 40.00 （ 標 準 報 酬 の 月 額 ＋ 標 準 期 末 手 当 等 の 額 ） × 41.60

令和３年度 令和４年度

年　度

種　別

18.8 15.9

令和３年度

追 加 費 用

令和４年度

令和３年度 令和４年度

組合員保険料 負担金 組合員保険料 負担金

91.50 91.50 91.50 91.50



経理単位名

４　退職等年 　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合並びに資金計画

　金経理 　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

(単位:‰)　　　

　(2)　資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と
　　　掛金・負担金との割合を記載すること。

負 担 金 1,224,861 流 動 資 産 156,827

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 929,935

（標準期末手当等分） 294,925

掛 金 1,224,860

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 929,935

（標準期末手当等分） 294,925

そ の 他

計 2,449,721 計 156,827

負 担 金 払 込 金 1,224,861 流 動 負 債 156,827

掛 金 払 込 金 1,224,860

そ の 他

計 2,449,721

差 引 本 年 度 損 益 金 0 計 156,827

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

支
　
　
出

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

掛金 負担金 掛金 負担金

7.5 7.5 7.5 7.5

令和3年度 令和4年度



経理単位名

５　経過的長 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

　期経理 　改正する法律附則第75条第3号において「改正前地共済法第113条第2項第3号に掲げる費用の負担の例による。」

　とされた同法による改正前の地方公務員等共済組合法第113条第2項第3号に掲げる負担金との割合、標準報酬と

　追加費用との割合並びに資金計画

　　(1)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との割合

(単位:‰)

　　(2)  標準報酬と追加費用との割合

(単位:‰)　

　　(3)　資金計画
　　　　　　　　　（単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

（注）　１　表の下に「※　この負担金は、平成27年9月以前に受給権発生した公務障害・公務遺族給付
　　　　　に要する費用である。」を記載すること。
　
　　　　２　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との
　　　　　割合を記載すること。

（注）　１　単独市に係るそれぞれの標準報酬と追加費用との割合については、別表を設けること。

　　　　２　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬と追加費用との割合を記載すること。

負 担 金 206,380 流 動 資 産 1,155

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 13,855

（標準期末手当等分） 4,384

（ 追 加 費 用 ） 188,141

そ の 他

計 206,380 計 1,155

負 担 金 払 込 金 206,380 流 動 負 債 1,155

そ の 他

計

差 引 本 年 度 損 益 金 0 計 1,155

支
　
　
出

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

収
　
　
　
　
　
入

年　度

種　別

1.5 1.5

令和3年度 令和4年度

追 加 費 用

令和3年度 令和4年度

負担金 負担金

0.1001 0.1105



経理単位名

８　業務経理 　事務費の額及び資金計画

(1) 事務費の額(1人当たり)

　　①　短期、厚生年金保険及び経過的長期分 (単位:円)　

(注)　１　(Ｂ)は、定款で定める組合員１人当たりの繰入額

　　　２　(Ｃ)は、厚生年金保険及び経過的長期給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返

　　　　した組合員１人当たりの額

　　　３　(Ｄ)は、業務経理の剰余金を取り崩す場合に、その額を組合員数で割り返した組合員１人当た

　　 　 りの額

　　②　退職等年金給付分 （単位:円）

(注)　退職等年金給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返した組合員１人当たりの額

(2) 資金計画 (単位:千円)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

47,306 流 動 資 産 48,299

負 担 金 191,583 固 定 資 産 1

連 合 会 交 付 金 6,239 繰 延 資 産 0

利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 36,018

計 233,840 計 48,300

役 員 報 酬 104 流 動 負 債 0

職 員 給 与 60,167 固 定 負 債 0

旅 費 1,651 資 本 剰 余 金 0

事 務 費 27,236

事 務 費 負 担 金 払 込 金 67,850

そ の 他 75,838

計 232,846 計 0

994
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

48,300

支
　
　
　
出

差 引 本 年 度 損 益 金

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

収
　
　
　
入

令和2年度 令和3年度 令和4年度

4,762 5,734 6,452

6,411 6,145 7,078

地方公共団体負担金のうち短期分 (A) 3,562 3,414 3,932

(B) 1,200 1,200 1,400

(C) 0 0 0

(D) 0 1,120 1,120

区　　　　　　分

事 務 費 (A+B+C+D)

内
　
訳

地方公共団体負担金（総額）

短 期 経 理 よ り 繰 入

連 合 会 交 付 金

そ の 他

令和2年度 令和3年度 令和4年度

281 267 230

区　　　　　　分

事　務　費（連合会交付金）



経理単位名

９　保健経理 　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合、事業の種類及び当該事業年度の資金計画

(1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（福祉事業）

　　　　(単位:‰）

(注)　１　該当のない欄については、作成の要はないものであること。

　　　２　当該事業年度を含め、過去3事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・

　　　　負担金との割合を記載すること。

　　　３　定款上、任意継続組合員に係る福祉事業の掛金率及び負担金率を独立して規定している場合

　　　　については、「任意継続組合員」の欄を設けることとしてよいこと。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金 掛　　金 負　担　金

1.6 1.6 1.6

0.8 0.8
短 期 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

区 分
令和2年度 令和3年度 令和4年度

一 般 組 合 員

0.8 0.8 0.8 0.8



経理単位名

保 健 経 理 (2) 事業の種類

(注)　当該事業年度を含め、過去3事業年度分の財源率を記載すること。

(注)インセンティブ関係については、組合の実情に応じて記入すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

　　(単位:千円)

事　業　計　画　額 概　　　　　　　　　　要

21,619
肝炎ウイルス検査：自己負担金なし
腹部超音波検査：自己負担金500円

58,428
組合員の配偶者かつ被扶養者に実施。生活
習慣病健診・がん検診等を含む総合的な健
診

413,103

62 参考図書の購入費用

8,621
健康情報提供・各種検診周知に係る広報
誌・HP等

4,268
年4回通知、広報・啓発ツールとしても活
用

1,465 ジェネリック医薬品利用促進通知の配付

14,416

21,560
申込みのあった各所属へ委託業者が出張し
健康講座を実施(R3:280回、R4:280回を予
定)

21,560

17,586 任意継続・被扶養者の健康診査費用

95,244 組合員等特定保健指導費用

5,126 レセプトのより詳細な内容点検の実施

30,521
糖尿病重症化予防事業費、柔道整復師療養
費支給申請書内容点検業務費、システム
リース料など

597,556

特定健診
・

保健指導

特 定 健 康 診 査

特 定 保 健 指 導

レ セ プ ト 審 査

そ の 他

合　　　　　　　　　　　　計

保 健 関 係 図 書

広 報

医 療 費 通 知

後 発 医 薬 品 差 額 通 知

小 計

講
座
関
係

健 康 講 座

小 計

項　　　　　　　　　　目

保
健
事
業

保
健
関
係

が ん 検 診 333,056

組合員に実施：自己負担なし
・がん検診セット（男性）
　胃がん検診、大腸がん検診、肺がん
　検診、骨量検査
　【50歳以上】
　胃がん検診(※胃内視鏡検査)、大腸
　がん検診、肺が　ん検診、前立腺が
　ん検診、骨量検査
・がん検診セット（女性）
　胃がん検診(※胃内視鏡検査)、大腸
　がん検診、肺がん検診、子宮頸がん
　検診、乳がん検診、骨量検査
　※胃内視鏡検査：50歳以上の組合員
　対象、自己負担　　金7,000円

そ の 他

人 間 ド ッ ク

小 計

図
書
・
広
報
 
関
係



経理単位名

保 健 経 理 (3) 資金計画 (単位:千円)

(注)　保健経理において施設を保有する組合については、宿泊経理と同様の諸表を作成すること。

(注)　保健経理において施設を保有する組合については、宿泊経理と同様の諸表を作成すること。

概　　　　　　　　　　　　　　　要

432,873 流 動 資 産 309,339

負 担 金 134,179 固 定 資 産 66,280

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 102,217 繰 延 資 産 0

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 31,962

（ 特 定 健 康 診 査 等 分 ） 0

掛 金 135,864

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 103,902

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） 31,962

特 定 健 康 診 査 等 収 入 0

連 合 会 交 付 金 0

利 息 及 び 配 当 金 0

貸 付 経 理 よ り 繰 入 200,000

そ の 他 120

計 470,163 計 375,619

職 員 給 与 2,705 流 動 負 債 0

厚 生 費 413,103 固 定 負 債 0

特 定 健 康 診 査 等 費 112,830 資 本 剰 余 金 66,801

（ 特 定 健 康 診 査 費 ） 17,586

（ 特 定 保 健 指 導 費 ） 95,244

旅 費 571

事 務 費 449

そ の 他 67,898

計 597,556 計 66,801

△127,393
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

308,819

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

収
　
　
　
 
 
 
入

支
　
　
　
 
 
 
出

差 引 本 年 度 損 益 金



経理単位名

12　貸付経理 　貸付金の種類、貸付金の現況、貸付金の利率、貸付金の状況及び当該事業年度の資金計画

(1) 貸付金の種類

　ｲ.普通貸付　ﾛ.住宅貸付　ﾊ.在宅介護対応住宅貸付　ﾆ.災害貸付(家財、住宅、再貸付)　ﾎ.特別貸付

　（医療、入学、修学、結婚、葬祭)　ﾍ.高額医療貸付　ﾄ.出産貸付

(2) 貸付金の現況及び貸付利率

イ　貸付資金の増減状況 (単位:千円、％)

概　　　　　　　　　　　　　　　要

金額（Ｂ－Ａ）　Ｃ 比率　Ｃ／Ａ

欠損金補てん積立金 6,055,146 5,855,417 △ 199,729 △ 3.30

計 6,055,146 5,855,417 △ 199,729 △ 3.30

資金の内容 年度末見込 Ａ 年度末推計 Ｂ
比　　　　　　　　較



経理単位名

貸 付 経 理

ロ　貸付条件
（単位:％、千円、月）

ハ　貸付資金の配分計画
（単位:件、千円、％）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

利 率 （ 年 ） 最 高 限 度 額 償 還 期 間 据 置 期 間

1.26% 1,800万円 360月以内 なし

住 宅 0.93% 1,800万円 360月以内

再 貸 付 0.93% 1,900万円 360月以内

1.00% 300万円 360月以内 なし

無 利 息 高額療養費相当額の8割限度 高額療養費で相殺 高額療養費の支給月まで

無 利 息 出産費・家族出産費相当額 出産費・家族出産費で相殺 出産費・家族出産費の支給月まで

介 護 住 宅 貸 付

高 額 医 療 貸 付

出 産 貸 付

災 害 貸 付
災害から被害程度により1年か

ら5年間の措置期間あり

種　　　類

住 宅 貸 付

769 1,319,170 95.32 652 968,623 95.23 △ 117 △ 350,547 95.55

住 宅 12 26,061 1.88 11 19,341 1.90 △ 1 △ 6,720 1.83

再貸付 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

計 12 26,061 1.88 11 19,341 1.90 △ 1 △ 6,720 1.83

55 38,779 2.80 51 29,153 2.87 △ 4 △ 9,626 2.62

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

848 1,384,010 100.00 714 1,017,117 100.00 △ 122 △ 366,893

出 産 貸 付

合　　　　計

災 害 貸 付

介 護 住 宅 貸 付

高 額 医 療 貸 付

金額
Ｄ

割合
件数

（Ｃ－Ａ）
金額

（Ｄ－Ｂ）
割　合

住 宅 貸 付

種　　　類

年度末貸付金見込 年度末貸付金推計 比　　　　較

件数
Ａ

金額
Ｂ

割合
件数
Ｃ



経理単位名

貸 付 経 理 （3） 貸付金の状況 （単位：千円）

前年度末貸付残額 本 年 度 貸 付 額 本 年 度 償 還 額 本年度末貸付残高 備 考

1,777,616 0 393,606 1,384,010

（4） 資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　　　　　　要

6,055,146 流 動 資 産 4,843,994

組 合 員 貸 付 金 利 息 14,480 固 定 資 産 1,017,118

利 息 及 び 配 当 金 4,117 繰 延 資 産

そ の 他 246

計 18,843 計 5,861,112

職 員 給 与 2,693 流 動 負 債 5,695

旅 費 120 固 定 負 債 0

事 務 費 270

支 払 利 息 0

そ の 他 215,489

計 218,572 計 5,695

△ 199,729
差 引 次 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金 又 は 欠 損 金

5,855,417

損　　　　　益　　　　　計　　　　　算 貸　　　　　借　　　　　対　　　　　照

前年度繰越利益剰余金又は欠損金

収
　
　
入

支
　
　
　
出

差 引 本 年 度 損 益 金


